
２２．４．２８ 
調 査 チ ー ム 

 
第２回調査・検討委員会以降の調査の状況と今後の調査の進め方 

 
 
１ 全般・経緯 
 
（１）３月３０日：公正取引委員会が事業者に対して排除措置命令等を行うと

ともに、防衛大臣に対して改善措置要求 
 
（２）同日：第２回調査・検討委員会開催。委員会では、次の事項等について

調査が必要との指摘があった。 
  ○ 空自と事業者の間の意図及び仕組みの解明 
  ○ 公正取引委員会の資料の分析及び事業者からの聴き取りによる、官と

民の関係のみならず民同士の関係を含む全体像の解明 
  ○ 公正取引委員会からの改善措置要求の中で、取引実績やＯＢの在籍状

況を考慮した事業者別目標の決定や予算の執行余剰分による調達との

指摘がなされていることを踏まえた調査 
 
（３）同日：公正取引委員会に対し、供述調書等の関係資料の提供を依頼 
 
（４）４月５日：独占禁止法違反が認定されたオフィス家具メーカー６社のほ

か、これらのメーカーの代理店５社を含む１１社に対し、防衛省の行う調

査への協力を依頼 
 
（５）関係職員及び関係事業者に在籍する自衛官ＯＢの一部から聴き取りを実

施するとともに、関係書類の分析を実施 
 
 
２ 関係職員等からの聴き取り 
 
（１）聴取の着眼点 
   これまでの調査により入手した資料も活用しつつ、主として次の３点に

着目して聴取を実施 
  ○ 随意契約から一般競争入札への移行のための業務要領の変更につい

て、予算の執行要領、事業者に在籍する自衛官ＯＢへの配慮等の観点か
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ら、どのような検討がなされ、どのような仕組みが構築されたのか。 
  ○ 第１補給処における事業者別の目標額の設定や事業者との間の仕組

みは、誰が、どのような意図で、どのように構築したのか。 
  ○ 防衛監察本部による防衛監察の情報や公正取引委員会への談合情報

の通知に係る情報漏えいや事業者との口裏あわせについての事実関係

及びその意図はどうであったか。 
 
（２）聴取対象者 

○ 空自補給本部及び第１補給処の職員（退職した者を含む。）５１名 
○ 関係事業者に在籍する自衛官ＯＢ（事業者を退職した者を含む。）２

名 
 
 
３ 資料の分析等 
 
（１）空自第１補給処のおけるオフィス家具等の調達 
   平成１７年度～平成２０年度の契約に係る仕様書について、サンプルを

抽出して、同等品の並べ方等を確認中 
 
（２）空自第１補給処におけるオフィス家具等以外の調達 
  ○ 平成１７年度～平成２０年度の契約について、契約額、契約方式、入

札の状況等について分析 
  ○ 平成１７年度～平成２０年度の契約に係る仕様書について、サンプル

を抽出し、不自然な点や不適切な点の有無を確認中 
 
（３）防衛省・自衛隊の各機関におけるオフィス家具等の調達 
   資料第１「防衛省・自衛隊の各機関におけるオフィス家具等の調達」を

参照 
 
 
４ 関係事業者への自衛官ＯＢの再就職状況 
 
  再就職に防衛大臣等の事前承認を要さない者（離職後２年が経過した者）

の再就職状況について把握するため、関係事業者に協力を依頼するとともに、

第１補給処職員等が受領した名刺の分析等を行った。 
資料第２「オフィス家具等の事務用品談合事案関連企業への再就職状況」

を参照 
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５ 関係事業者への協力依頼 

 
独占禁止法違反が認定されたオフィス家具メーカー６社のほか、これらの

メーカーの代理店５社を含む１１社に対し、次のとおり協力を依頼 
 
（１）事業者に在籍する自衛官ＯＢの状況 
   平成１７年度以降、事業者に在籍する自衛官ＯＢ（事業者を退職した者

を含む。）の数を把握するとともに、調査を行うため、該当者の一覧の提

出を要請 
 
（２）第１補給処との間において営業活動等の接触のあった職員 

平成１７年度以降における、第１補給処との間のオフィス家具等の調達

に関する営業活動等の接触について調査を行うため、該当者の一覧の提出

を要請 
 
（３）カタログの提供（メーカー６社のみ） 
   第１補給処における平成１７年度以降のオフィス家具等の調達契約に

係る仕様書の同等品の並べ方を調査するため、平成１７年度以降のオフィ

ス家具等の品番が分かるカタログの提供を要請 
 
（４）事業者からの回答の状況 
   資料第３「調査に関する協力依頼に対するオフィス家具関連１１社から

の回答状況」を参照 
 
 
６ 公正取引委員会から入手した資料 
 
（１）入手資料 
  ３月３０日付の防衛大臣からの依頼により、公正取引委員会からは、４

月２６日に関係資料を受領。 
   入手している資料 
   ① 防衛省職員を含む関係者の供述調書の写し 
   ② 防衛省からの留置物の写し 
    
（２）資料の分析 
   今後、入手した資料を分析し、関係者からの聴き取りに活用するなど、
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事案の解明に活用する予定 
 
 
７ 今後の調査の進め方（案） 
 
（１）第１補給処におけるオフィス家具等の調達 
   公正取引委員会から入手した資料の分析を行い、関係職員（退職した者

を含む。）からの聴き取りや関係資料の分析に活用するとともに、必要に

応じて事業者の職員（自衛官ＯＢを含む。）からも聴き取り調査を行うこ

とにより、主として次の点について解明を進めることとしたい。 
  ○ 事案の背景（予算執行上の問題、事業者に在籍するＯＢへの配慮の問

題を含む。） 
  ○ 事案の仕組み（民間事業者間のつながり（自衛官ＯＢの役割・関与等）

を含めた全体像の把握） 
  ○ 情報漏えいや口裏あわせがあったとされる点についての事実関係及

び意図 
 
（２）第１補給処におけるオフィス家具等以外の調達 
   事業者別の目標が設定されていたことは確認されていることから、その

目標達成のための仕組みの解明に努めることとしたい。 
 
（３）省内各機関におけるオフィス家具等の調達 
  ○ 空自において、第１補給処のみならず、各部隊等におけるオフィス家

具等の調達が他機関との比較で多い点については、実態の細部の確認を

要すると考えられる。 
  ○ 空自以外の各機関については、現時点では不自然な点は見られないも

のの、随意契約によるものが多いと見受けられることから、随意契約に

よっていることの妥当性等について、各機関に報告を求めることとした

い。 
 

（以 上） 
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１ オフィス家具等の事務用品に係る契約状況

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 合計

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 金額

１５．６ ４６．０

２９．０

第１補給処 ７５．７

第１補給処
以外

小計 ６７０ ２９．１ ５５６ ２５．８ ５１７ ３０．１ ３５８ ２７．１ ２，１０１ １１２．０

その他 ５０２ ５．１ ３８０ ４．８ ４１７ ６．１ ４２３ ４．３ １，７２２ ２０．３

５６３ １０．１ ４８２ ９．３ ４３９ １０．０ ３０６ ７．０ １，７９０ ３６．５

３．４

２１０．８

５．６

２０．１

０．７

５３．３

１，２６６

６２３

５２

２０

件数

２，６９０

９．６

９．７

２０．１

１．５

５７．１

陸上自衛隊 １，０５２ ８．５ １，１５４ １２．２ ９９２ ４，４６４

１０７ １９．０ ７４ １６．５ ７８ ３１１

装備施設本部
（中央調達分）

７ ０．４ １２ ０．７ １４ ５３

合計 ２，９８７ ４９．９ ２，９１２ ５０．５ ２，８４９ １１，４３８

航
空
自
衛
隊

３，０９８９０９７５６ ６．７

機関名

海上自衛隊 ８１０ ７．０

（単位：件、億円）

１．調査対象品目
航空自衛隊第１補給処調達分については、予算費目を限定することなく対象としているが、第１補給処以外の機関については、備品

費、営舎用備品費、修理保管用備品費、教育訓練備品費及び雑備品費により購入したオフィス家具等の事務用品の調達（事務用机、
事務用椅子、キャビネット、ロッカー、パーテーション、壁面書庫、細断処理機等）を対象として調査した。
ただし、調査対象としたオフィス家具等の事務用品を調査対象外の品目と一括して契約しているものがあるため、「金額」に調査対象

外の品目に係る金額が含まれている可能性がある。
２．その他とは、内部部局、防衛大学校、防衛医科大学校、防衛研究所、統合幕僚監部、情報本部、技術研究本部、装備施設本部（地
方調達分）、防衛監察本部、各地方防衛局である。

３．計数については、細部確認中であり、今後変わることがありえる。
４．金額は、四捨五入によるので合計と符合しないことがある。
５．上記の１から４の事項は次頁以降調査結果の共通事項である。

資料第１防衛省・自衛隊の各機関におけるオフィス家具等の調達



２ オフィス家具等の事務用品に係る契約方式別内訳（１／２）

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 合計
契約方式

件数 金額 件数 金額

１，２３８ ３，１１８

３３

２２９

１，２１８

４，５９８

１，５８９

１９０

２２５

８９５

２，８９９

６，６２９

２８１

６５３

２

７，５６５

２，９６２

０

１２

６７１

３，６４５

一般競争 ２４２ ２，０２０ ２３５ ２，３０１ ２４８ ２，７１２ １７０ ２，５５８ ８９５ ９，５９１

指名競争 ９ ２８１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ９ ２８１

不落随契 ２１ ３６７ ６ ９５ ６ １４８ １ ５５ ３４ ６６５

計 ６７０ ２９０７ ５５６ ２，５７９ ５１７ ３，０１１ ３５８ ２，７１３ ２１０１ １１，２１０

少額随契等 ３９８ ２３９ ３１５ １８３ ２６３ １５１ １８７ １００ １１６３ ６７３

小計

２７

７６

３，１２３

４，４６４

６７４

１３６

７８

２，２１０

３，０９８

２６６

９

３３

３

３１１

６２９

０

１

１，１６０

４６６

１，７９０

１，１７４一般競争

指名競争 ５ ７ ４ ４ ９ １０

２９ １０４ １４ １８ １３ ３６

８３４ ３２９ ６２５ ２１８ ７７８ ３３６

小計 １，０５２ ８５４ １，１５４ １，２２４ ９９２ ９６４ １，２６６ １，５５６

計 ７５６ ６７２ ８１０ ７０３ ９０９ ９７３ ６２３ ５５１

計 １０７ １，９００ ７４ １，６４６ ７８ ２，００９ ５２ ２，０１０

計 ５６３ １，００７ ４８２ ９３３ ４３９ １，００２ ３０６ ７０３

４０ ５２ ３８ ５８ １７ ２４

２１ ６２ １３ ４３ １５ ２９

６２２ ２６２ ６１０ ２３９ ４２５ １５８

０ ０ ０ ０ ０ ０

５ ８３ ６ １４８ １ ５５

３ ２ ０ ０ ０ ０

０ ０ ０ ０ ０

１２ ０ ０ ０ ０

１８１ ２６３ １５１ １８７ １００

不落随契

少額随契等

指名競争 ４１ ５６

不落随契 ２９ ９１

指名競争 ９ ２８１

不落随契 ２１ ３６７

指名競争 ０ ０ ０

不落随契 ０ ０ １

少額随契等 ３９８ ２３９ ３１２

少額随契等 ０ ０

少額随契等 ５５３ ２３６

一般競争

一般競争

一般競争

９ １２

２０ ７１

１６６

８８６

５１

３３５

３４０

１，９５５

第１補給処

１６５ ７６８ １６９ ７４０ １７６ ８５１ １１９ ６０３

第１補給処

以外

件数 金額 件数 金額 件数 金額

７２４

６３３

１，８６１

１３７ ４３６ ２８６ ７８４ ３４９

７７ １，２５２ ６６ １，５６１ ７２

航
空
自
衛
隊

陸上自衛隊

２４８１３３

機関名

２８９ １２７ ３２７

海上自衛隊

（単位：件、百万円）



１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 合計
契約方式

件数 金額 件数 金額

３３ ２４６

０

９５

０

３４１

１，５４０

０

３６

４５８

２，０３４

一般競争 ６１９ ３，１３５ ７６１ ３，８４２ ９７９ ４，６７７ ９２７ ４，４３０ ３，２８６ １６，０８４

指名競争 ５９ ３４９ ４５ ５９ ４２ ６２ ２６ ３４ １７２ ５０４

１，２５０

少額随契等 ２，２３４ ９４６ ２，０４６ ８７９ １，７８４ ７２４ １，６９５ ６９５ ７，７５９ ３，２４４

計 ２，９８７ ４，９８９ ２，９１２ ５，０５２ ２，８４９ ５，７１４ ２，６９０ ５，３２７ １１，４３８ ２１，０８２

不落随契 ７５ ５５９ ６０ ２７２ ４４ ２５１ ４２ １６８ ２２１合計

０

２０

０

５３

４４６

０

１３

１，２６３

１０

１，７２２

３７一般競争

指名競争 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

５ ６ ３５ １０ ３６

０ ０ ０ ０

計 ７ ４４ １２ ７１ １４ １５３ ２０ ７３

計 ５０２ ５１２ ３８０ ４７５ ４１７ ６１３ ４２３ ４３４

０ ０ ０ ０

５ ７ ３ １２

２８６ １１６ ３０５ １０１

不落随契 ３ １９ １

指名競争 ０ ０ ０ ０

不落随契 ２ １１ ３ ６

少額随契等 ３９７ １３６ ２７５ １０５

少額随契等 ０ ０ ０ ０

一般競争 １０３ ３６５ １０２ ３６４ １２６ ４９０ １１５ ３２１

その他

件数 金額 件数 金額 件数 金額

１１８４ ２５ １１ ６６ ８

機関名

装備施設本部

（中央調達分）

２ オフィス家具等の事務用品に係る契約方式別内訳（２／２）

（単位：件、百万円）



３ オフィス家具等の事務用品に係る競争契約の１者応札の割合

（単位：件）

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 合計
契約方式 １者

応札
契約
件数

割合
契約
件数

契約
件数

契約
件数

契約
件数

割合

１，２３８ ２％

０％

９％

０％

２９％

０％

１％

０％

一般競争 ５０ ２４２ ２１％ ７ ２３５ ３％ １７ ２４８ ７％ ６ １７０ ４％ ８０ ８９５ ９％

指名競争 ０ ９ ０％ ０ ０ ０％ ０ ０ ０％ ０ ０ ０％ ０ ９ ０％
小計

３０％

０％

８％

０％

７％

０％

２７

６７４

１３６

２６６

９

６２９

０

３３

０

４４５

０

３，２８５

３４９

１７２

４６６

９

１６６

１７

５１

０

１１９

０

１０

０

１１５

０

９２７

２６

４

２４８

３８

７２

０

１７６

０

８

０

１２６

０

９７９

４２

２８６

５

１２７

４０

６６

０

１６９

０

１１

０

１０２

０

７６１

４５

１３７

９

１３３

４１

７７

９

１６５

０

４

０

１０３

０

６１９

５９

１者
応札

２９

０

６３

０

７６

０

４

０

１０

０

３５

０

２１７

０

１者
応札

割合
１者
応札

割合
１者
応札

割合

一般競争 ７２ １２％ ３９ ５％ ６８ ７％ ３８ ４％

指名競争 ０ ０％ ０ ０％ ０ ０％ ０ ０
合計

一般競争

指名競争 ０ ０％ ０ ０％ ０ ０％

０ ０％ ０ ０％ ０ ０％

０ ０％ ０ ０％ ０ ０％

０％ ０ ０％ ０ ０％

０％ ０ ０％ ０ ０％

０ ０％ ０ ０％

指名競争 ０ ０％

指名競争 ０ ０％

指名競争 ０ ０％ ０

指名競争 ０ ０％ ０

指名競争 ０ ０％ ０ ０％

一般競争

一般競争

一般競争

一般競争

一般競争

１１ ２％

０ ０％

５％

１２％

第１補給処

１ １％ １ １％ ２ １％ ０ ０％第１補給処

以外

５ ５％ ８ ８％ １１ ９％ １１ １０％

その他

１０％

９

６

１

５ ４％ ９ ３％ ４ １％

１３％

２１％

５０％

４９ ６４％ ６ ９％ １５

３ ７５％ ２ １８％ ４装備施設本部

（中央調達分）

航
空
自
衛
隊

陸上自衛隊

３２９

機関名

７％ １３ １０％

海上自衛隊

割合は、契約件数に対する１者応札件数の割合



４ オフィス家具等の事務用品に係る競争契約の落札率

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 合計
契約方式

落札率 落札率 落札率 落札率 落札率

８５．９３％ ８８．４５％

９２．３３％

８６．５２％

８９．４８％

９８．４７％

９９．５６％

９０．９０％

０

一般競争 ２４２ ９４．６５％ ２３５ ９３．０２％ ２４８ ９２．７２％ １７０ ９１．８２％ ８９５ ９３．１５％

指名競争 ９ ９９．５６％ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ９ ９９．５６％
小計

８９．７６％

０

８９．６２％

０

８９．５１％

９０．４５％

９３．８６％

８４．３２％

７６．２８％

９８．０７％

０

８９．１４％

０

８３．７２％

０

８７．９８％

０

８６．９５％

８２．３７％

８９．２７％

８１．９３％

８７．５２％

９３．０８％

９７．７７％

０

９０．６６％

０

９９．４１％

０

８９．６５％

０

８９．８３％

９２．０２％

９０．４８％

９５．０９％

８４．２５％

８８．４４％

９８．２８％

０

９０．９７％

０

８７．７６％

０

９０．６２％

０

９０．２１％

８９．１８％

９０．７０％

９３．８８％

８９．５５％

９２．６２％

９９．５５％

９９．５６％

９２．３６％

０

９１．０２％

０

９０．４２％

０

９１．９５％

９３．８７％

件数

１，２３８

２７

６７４

１３６

２６６

９

６２９

０

３３

０

４４６

０

一般競争 ６１９ ７６１ ９７９ ９２７ ３，２８６

指名競争 ５９ ４５ ４２ ２６ １７２

件数

合計

４６６一般競争

指名競争 ５ ４ ９

４０ ３８ １７

０ ０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

指名競争 ４１

指名競争 ９

指名競争 ０ ０

指名競争 ０ ０

指名競争 ０ ０

一般競争

一般競争

一般競争

一般競争

一般競争

９

１６６

５１
第１補給処

１６５ １６９ １７６ １１９第１補給処

以外

１０３ １０２ １２６ １１５
その他

１０

件数 件数 件数

１３７ ２８６ ３４９

７７ ６６ ７２

４ １１ ８装備施設本部

（中央調達分）

航
空
自
衛
隊

陸上自衛隊

２４８

機関名

１３３ １２７
海上自衛隊

（単位：件）



資料第２

今回の調査で、新たにメーカー３社に４名のほか、販売会社４社に８名の防衛省OBが就職していた模様

【メーカー６社：１４名】

○㈱イトーキ（５名）　

離職時階級 最終官職
防衛省
離職日

企業就職
年月日

企業離職
年月日

役職

（新規） ① ＊ ＊ ＊ 平 3. 4. 1 （現職） ＊
（新規） ② ２等空佐 航空自衛隊第３補給処付 平 7. 2.21 平 7. 2.22 平14.2.21 ＊

③ ※１等空佐
航空自衛隊第３術科学校第１教育部長
　　　（防空指揮群付）

平14. 3. 3 平14. 3. 4 （現職）
防衛省

担当部長

④ １等海佐 海上自衛隊補給本部付 平18.10.25 平18.10.26 （現職） 嘱託

⑤ ※３等空佐 航空自衛隊第４補給処付 平19. 8. 3 平19. 8. 4 平21.8.31
防衛省

担当課長

○㈱内田洋行（２名）　

離職時階級 最終官職
防衛省
離職日

企業就職
年月日

企業離職
年月日

役職

① ※空将補 航空自衛隊第１補給処副処長 平13. 4. 1 平13. 4.21 （不開示） 顧問 平11. 4 .1～平13. 4. 1 　第１補給処副処長

② ※空将補 航空自衛隊補給本部情報処理部長 平18. 8. 4 平18.10.21 （不開示） 顧問

○プラス㈱（２名）　

離職時階級 最終官職
防衛省
離職日

企業就職
年月日

企業離職
年月日

役職

（新規） ① ＊ ＊ ＊ 平12.4.21 平19.5.20 ＊

② １等空佐 航空自衛隊第３補給処付 平14. 1.20 平14. 2. 1 平22.3.20 顧問 平12. 8 .1～平13.11.30 　第１補給処立川支処長

○㈱ライオン事務器（２名）　

離職時階級 最終官職
防衛省
離職日

企業就職
年月日

企業離職
年月日

役職

① １等空佐 航空自衛隊補給本部会計監査官（付） 平12 8.20 平12. 8.21 平19.3.31 顧問

② ※１等空佐 航空自衛隊補給本部付 平19. 2. 4 平19. 4. 1 （現職） 参与 平14. 3 25～平16. 3.31 　第１補給処保管部長

○㈱岡村製作所（２名）　

離職時階級 最終官職
防衛省
離職日

企業就職
年月日

企業離職
年月日

役職

① １等陸佐 陸上自衛隊需品学校付  平12. 7.22 ＊ ＊ 顧問

② ※空将補 航空自衛隊教材整備隊司令 平19. 8. 1 平19.10.21 （現職） 担当部長

○コクヨ・ファニチャー㈱（１名）

離職時階級 最終官職
防衛省
離職日

企業就職
年月日

企業離職
年月日

役職

（新規） ① ※１等空佐 防空指揮群付 平15. 7.17 平１７．１．１ 平21.12.31
市場開発
担当部長

平10. 7 18～平12. 3.31 　第１補給処保管部長

・上記の者には、H15.5にコクヨ㈱へ再就職を承認済。（コクヨファニチャー㈱は、コクヨ㈱の分社化に伴いH16.4.1に設立(コクヨ㈱のHP)）

離職前５年間における第１補給処での勤務歴

離職前５年間における第１補給処での勤務歴

離職前５年間における第１補給処での勤務歴

なし

なし

＊

＊

オフィス家具等の事務用品談合事案関連企業への再就職状況

なし

なし

離職前５年間における第１補給処での勤務歴

なし

離職前５年間における第１補給処での勤務歴

なし

離職前５年間における第１補給処での勤務歴

なし

なし



【販売会社５社：９名】

○㈱マエショウ(３名）　

離職時階級 最終官職
防衛省
離職日

企業就職
年月日

企業離職
年月日

役職

（新規） ① ２等空佐 （航空自衛隊第３補給処） 平 7. 2.21 H14. 3.1 平17.12.31 ＊ 再々就職

（新規） ② １等空佐 （航空自衛隊補給本部） 平12. 3. 1 H18. 6.１ （現職） 顧問

（新規） ③ ※３等空佐 （航空自衛隊第４補給処） 平19. 8 H21. 9 （現職） ＊ 再々就職

○㈱ホチエンタープライズ（３名）

離職時階級 最終官職
防衛省
離職日

企業就職
年月日

企業離職
年月日

役職

① １等空尉 航空気象群付 平17.11.19 平17.11.20 （不開示） （不開示） 【公表済】
（新規） ② ※３等空佐 （航空自衛隊第１補給処立川支処） 平 6.12 ＊ （不開示） ＊

（新規） ③ ※空将補 （航空自衛隊第１補給処） 平13. 4 ＊ ＊
営業統
括部長

再々就職

○新興商事㈱（２名）

離職時階級 最終官職
防衛省
離職日

企業就職
年月日

企業離職
年月日

役職

（新規） ① １等空佐 （中部航空方面隊司令部） 平10. 6 （不開示） （不開示） ＊
（新規） ② ※３等空佐 （航空自衛隊補給本部） 平17.12 （不開示） （不開示） 部長

○㈱サンワブロードビジネス（１名）

離職時階級 最終官職
防衛省
離職日

企業就職
年月日

企業離職
年月日

役職

（新規） ① １等空佐 （航空自衛隊補給本部） 平12 8.20 平19 4.1 平22.4.20 顧問 再々就職

○㈱文祥堂（０名）

＊印は、企業から当該部分の情報の提供がなかったこと等により確認出来なかったもの。
（不開示） ： 企業から、提供した情報について公表等を差し控えるよう、条件が付されたもの。

（注）記載事項については、今後の調査により変更される場合がある。

なし

離職前５年間における第１補給処での勤務歴

なし

※印は、退職時の特別昇任により当該階級で離職した者を指す。

あり

あり

離職前５年間における第１補給処での勤務歴

なし

あり

なし

離職前５年間における第１補給処での勤務歴

なし

離職前５年間における第１補給処での勤務歴

なし



資料第３

調査に関する協力依頼に対するオフィス家具関連１１社からの回答状況

№ 会社名 カタログの提出
ＯＢ関連についての回答状況 第１補給処向けの営業担当者についての回答状況 社内調査の有無及び

関連資料の提示在籍者一覧の提出 公表可能な内容 聴き取りへの対応 営業担当者一覧の提出 聴き取りへの対応

メ

ー

カ

ー

1 （株）イトーキ 提出済み
「個人情報保護法の観点に
より」不可との回答

人数及び期間については、
公表可

書面であれば対応可能
「個人情報保護法の観点に
より」不可との回答

書面であれば対応可能

社内調査有り。内容につい
ては公取委にも報告し、公
表されているため、その範
囲であれば提示可能

2 （株）内田洋行 提出済み 提出済み
人数可（氏名等は本人のプ
ライバシーに関わる内容で
あるため、公表不可）

書面であれば対応可能 提出済み 書面であれば対応可能

社内調査有り。ただし、排除
措置命令に記載された内容
以上のものはないため、提
示しないとの回答

3 プラス（株） 提出済み
「プライバシーに関わるた
め」不可との回答

人数及び期間については、
公表可

書面であれば対応可能
「プライバシーに関わるた
め」不可との回答。

書面であれば対応可能
社内調査有り。ただし、内容
についての提示は不可

4 （株）ライオン事務器 提出済み 提出済み
公表について異論なし（氏
名のみ本人同意が条件）

調整中 提出済み 今後、調整予定

社内調査有り。内容につい
ては公取委にも報告し、公
表されているため、その範
囲であれば提示可能

5 （株）岡村製作所 提出済み
「個人情報の関係上」不可
との回答

人数及び期間については、
公表可

総務部にて対応可能
「個人情報の関係上」不可
との回答

総務部にて対応可能
社内調査有り。内容の提示
等については、弁護士を通
し対応するとのこと

6
コクヨファニチャー
（株）

提出済み 提出済み 氏名のみ公表不可 実施済み（退職後の者） 提出済み 今後、調整予定
社内調査有り。ただし、内容
についての提示は不可

販

売

代

理

店

1 （株）マエショウ 提出済み 氏名のみ公表不可 書面であれば対応可能

「(株)イトーキの契約事務代
行であり、営業活動は基本
的に行っていないため」該
当なしとの回答

特別な社内調査は実施して
いないとの回答

2
（株）サンワブロード
ビジネス

提出済み
公表について異論なし（氏
名のみ本人同意が条件）

対応不可（退職のため） 提出済み 対応不可（退職のため）

社内調査有り。内容につい
ては公取委にも報告し、公
表されているため、その範
囲であれば提示可能

3
（株）ホチエンタープ
ライズ

提出済み
人数可（氏名及び職歴につ
いては公表不可）

調整中

「(株)内田洋行の契約事務代
理であり、部隊等との調整は
メーカー担当者で実施するた
め」該当なしとの回答

特別な社内調査は実施して
いないとの回答

4 新興商事（株） 提出済み
人数可（氏名等はプライバ
シーに関する問題であるた
め、公表不可）

書面であれば対応可能
契約事務代行のみであり、
営業活動は該当なしとの回
答

特別な社内調査は実施して
いないとの回答

5 （株）文祥堂
ＯＢ在籍の該当なしとの回
答

提出済み 今後、調整予定
特別な社内調査は実施して
いないとの回答
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